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概 要 
 自動車誕生から 130 年を経た中で、数々のイノベーションが創出され、現在では有数な巨大産業にまで
成長している。パワーユニットに限っても、ガソリン、ディーゼル、水素、電気、ハイブリッドなど多種
多様なシステムが発明、研究・開発されて実用化されている。一方で、自動車産業は大きな転換期を迎え
ている。昨今の電子情報技術の発展により、今までに適用されなかった新しい技術が開発・導入され、既
存の自動車技術との結合により新しいイノベーションが実現されつつある。そのために自動車産業におい
ては、既に大きな産業構造変化の兆しが表れており、既存の自動車メーカーにとってはその変化に対して
いかに対処すべきかが問われている。 
近年、特に注目を集めているのが自動車産業におけるモジュール化の取り組みである。これは自動車の
開発および生産工程の効率化を実現する手法であるが、一方で従来から自動車メーカーが強みとしていた
摺り合わせを置き換えていくリスクも存在するために、モジュール化とすり合わせの最適な組み合わせが
模索されている。 
そこで本論文では、先行研究の議論を踏まえて、①グローバル自動車企業においてモジュール化が経営
に与える影響の解析と②すり合わせとモジュール化の最適配分を考察することを目的に、以下の調査分析
を行った。 
まず、グローバル自動車企業各社のモジュール化の取り組みを評価した上で、グローバル市場での販売
台数シェアとモジュール化率の関係の定量的な検証を行った。その結果、グローバル市場における販売台
数シェアとモジュール化率との間で優位な相関関係があることを確認することができた。さらに、モジュ
ール化を導入している自動車企業と導入されていない企業とのバリューチェーンをもとにした定性的な比
較分析を行った結果、導入企業に共通する項目として、モジュール化推進に必要な組織的な要件を抽出す
ることができた。具体的には、販売数（台数、シェアなど）およびコスト削減（開発、購買など）に対し
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て明確な数値目標が設定され、その達成に向けて適切な運営・管理体制が確立されていることが確認され
た。その結果、それらの経営指標を達成する合理的な手段としてモジュール化の推進が全社的に選択され
ていることが明らかとなった。一方、モジュール化を採用していない企業では、組織体制の劇的な変化が
見られない。それは従来の摺り合わせ型の方式を採用した状態のままであり、つまり、経営状況の変化に
対応しきれず、個別の販売もしくは開発の事情により商品開発が行われることにより、モジュール化に向
けた全社的な取り組みが不十分であることが判明した。 
摺り合わせとモジュール化の最適化について、今後のモジュール化進展に対する見通しや、部品点数削
減および製造リードタイム短縮の傾向値から、摺り合わせとモジュール導入の最適点についての調査分析
を行った。その結果、自動車企業において完全なモジュール化の実現は困難であることが明らかにされた
一方で、モジュール化導入により開発生産工程の効率改善や多地点での多車種生産が可能になるなど、重
要な経営改善効果が明らかなことから、個々の自動車企業において、摺り合わせとモジュール化の組合せ
の中でもモジュール化の限界を拡張することが重要であることが確認された。 
以上より本論文において、①今後の自動車企業のグローバル戦略の重要な成功要因としてモジュール化
の推進があること、②そのためには、適切な経営目標の設定と推進管理体制を確立すること、③同時に、
モジュール化とすり合わせの組み合わせの中でモジュール化の限界点を拡張すること、の三点が重要であ
るという確認ができて、今後の自動車企業の経営戦略に重要な示唆を得ることができた。 
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第 1 章 はじめに 
第 1 節 研究の背景 
現在、ますますグローバル化が進む自動車産業において、持続的な収益力と安定した
品質や商品力を確保するなどの複数の課題を解決する必要がある。そのような課題に対
しては、世界共通設計の自動車だけでなくローカルのニーズに対応した専用設計車も求
められる。それらは多様な自動車の外装や動力性能に応じた車体やパワーユニットの設
計の多様化も必要とされる。その背景には、地域ごとで異なる環境対策による法規制、
そして国ごとの嗜好性による自動車に求められる商品性の違いが大きく影響している。
経営の効率化のみを追求するならば、共通設計車を選択する方が適切であるが、専用設
計のように個別ニーズに応えられないというトレードオフ関係が成立し、特にグローバ
ルな自動車産業においてはこの二律背反の関係をいかにブレークスルーするかが重要
な課題である。 
近年、パソコンや家電製品など多くの工業製品に対してモジュール化の概念が適用さ
れており、多くの企業がそのために研究・開発を行っている。特にパソコンに代表され
る電子製品に対してはモジュール化が実現されている。自動車産業においても、原価低
減、商品力向上、品質確保など共通化と個別ニーズへの対応のトレードオフ問題に対し
てモジュール化の取組が盛んになっている。しかし、今まで摺合せ作業による開発がメ
インであったため、すべての設計・生産をモジュール化に置き換えることは困難であり、
モジュール化と摺合せのバランスを取るべきか、もしくはすべてをモジュール化に置き
換えるかという命題に直面していると言える。 
従来日本の自動車企業が得意とした摺合せ型開発により、部品単位の小型軽量化を達
成し、広い室内空間や魅力あるデザインの両立、低燃費などを実現し、優れた車種を多
く生み出したが、グローバルでの展開で車種数が増えるに従って弊害がでるようになっ
てきた。多くの自動車企業の中で、同じような部品が個別に複数開発され、結果として
管理すべき部品点数が大幅に増えてしまうという問題が生じ、自動車企業における解決
すべき重要な経営課題となっている。 
今後自動車企業にとっては、情報化がますます盛んになる中で、グローバルにおける
多種多様なニーズに対応する必要がさらに増えてくると予想される。自動車企業として
は効率的に自動車を顧客に届ける必要があり、そのためにはさらなる継続的なイノベー
ションが求められており、既存の自動車メーカーにとってはその変化に対していかに対
処すべきかが問われている。 
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第 2 節 研究の目的 
本研究の目的は、以下の二つのプロセスによりグローバル自動車企業のとるべきモジ
ュール化戦略に関する提言を行うことである。 
先行研究の議論を踏まえて、①グローバル自動車企業においてモジュール化が経営に
与える影響の解析と②すり合わせとモジュール化の最適配分の考察することを目的に、
以下の調査分析を行う。まず、グローバル自動車企業各社のモジュール化の取り組みを
評価した上で、グローバル市場での販売台数シェアとモジュール化率の関係の定量的な
検証を行う。その検証から、グローバル市場における販売台数シェアとモジュール化率
との間で有意な相関関係について確認を行う。さらに、モジュール化を導入している自
動車企業と導入されていない企業との定性的な比較分析を行い、導入企業におけるモジ
ュール化推進に必要な要件を抽出する。そこから、それらの経営指標を達成する合理的
な手段としてモジュール化がどのような機能を果たしているかを明確にする。 
さらに摺り合わせとモジュール化の最適化に関しては、モジュール化を導入した企業
の今後のモジュール進展に対する予測と、自動車を含む部品点数と製造リードタイムの
傾向から、摺り合わせとモジュール化の関係について考察を行う。 
それにより、グローバル自動車企業に対して①今後の自動車企業のグローバル戦略に
おけるモジュール化の役割、②そのために求められる企業経営における重要な因子、そ
して③摺り合わせとモジュール化との組み合わせに対していかに取り組むべきか、の三
つの観点で提言を行う。 
 
第 3 節 研究の意義 
 自動車企業だけでなく、一般的な工業製品を扱う企業にとってグローバル環境におけ
る部品のモジュール化によって、経営の効率化と多種多様な顧客ニーズへの対応の両立
は今後も問われる。特に、原価低減・商品魅力の向上・品質確保などの二律背反に対す
る解決策は、グローバル企業にとっての競争優位性に大きく影響を与えると考えられる。
本研究によるグローバル自動車企業においてモジュール化が経営に与える影響の解析
とすり合わせとモジュール化の最適配分の考察は、自動車企業だけでなく、複雑な製品
を扱う一般企業にとって、モジュール化に関連した経営戦略の策定および経営判断に対
して、有益な枠組みを与えることができる。 
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第 4 節 研究の構成 
 本論文は全 5章で構成されている。第 1章は序論として、本研究の背景・目的・意義
を述べる。第 2章にて自動車産業の市場動向および産業構造の変化、さらにそれに対す
る企業の取組について現況の整理を行う。第 3 章では工業製品におけるモジュール化に
ついて一般的な動向とその効果をまとめる。第 4章においては、グローバル自動車企業
における販売シェアに対するモジュール化に関する定量的、定性的な分析を行う。最後
に第 5 章にて本研究の分析から得られた結論として、モジュール化戦略の成功要因と、
摺り合わせとモジュール化の最適化について、すでにモジュール化を導入した自動車企
業だけでなく、これからモジュール化に取り組む自動車企業がとるべきモジュール化戦
略に対する洞察、示唆を提言として示す。 
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第 2 章 自動車産業構造の変化 
第 1 節 自動車市場動向 
 グローバルでの自動車市場は 2000 年以降リーマンショックで一時落ち込みがあった
ものの、その後は右肩上がりで成長している。今後も成長傾向であり、2020 年前半で
は一億台に達する見込みとなっている。世界における販売の割合をみると、米国や欧州
においてほぼ一定の自動車販売が続いている一方で、2000 年前半からは中国の販売台
数が急激に伸びており、2009年には自動車販売台数が米国を抜いて 1位になっている。
今後もその傾向は持続するという見込みと同時に、他の地域、特にブラジルやインドな
ど新興国を中心とした成長が見込まれている（図表 1）。 
 
図表 1 主要国・地域における自動車販売額の推移予測 
 
出典：経済産業省 自動車産業を巡る構造変化とその対応について（2015年 11月） 
このように販売台数の拡大が見込まれる一方で、温暖化対策として低・脱炭素化の動
きが活発である。図表 2のようにフランス・パリで、気候変動枠組条約第 21回締約国
会議（COP21）、京都議定書第 11 回締約国会議（CMP11）が開催され、「パリ協定」が合
意された。合意されたパリ協定の内容は、全体目標全体目標として掲げられている「世
界の平均気温上昇を 2度未満に抑える」に向けて、世界全体で今世紀後半には、人間活
10 
 
動による温室効果ガス排出量を実質的にゼロにしていく方向が打ち出されている。その
ために、先進国だけでなくすべての国が排出削減目標を設定し、提出することが義務付
けられ、その達成のための国内対策を実施していくことも義務付けられた。 
 
図表 2 COP21における主要国における CO2排出削減目標 
 
出所：全国地球温暖化防止活動推進センター 
上記の動きに対して、各自動車メーカーに対する要求もしくは制約も増えてくるもの
と予想される。各国の排出ガスに対する規制を見ると、まず、注目すべき動向として米
国カリフォルニア州大気資源局（CARB）が規定している ZEV規制の厳格化である。2018
年モデルから一段と規制強化が予定されている。図表 3 によると、2018 年以降、徐々
に要求販売比率が増加されつつ、余剰クレジットは貯蓄や売買が可能になり、そして未
達の場合は 1 クレジットあたり＄5000 のペナルティを支払う必要がある。Pure-ZEV と
いう純粋に ZEV車（EV、FCV）に対して 2017年での要求比率が 3%であったのに対して、
2025年以降には 16%へと増加する必要がある。また、Transitional ZEVといわれる PHV
や水素内燃機関などに対しては、2017 年での要求比率 3%に対して 2025 年以降は 6%と
倍の増加であるが、クレジットに関しては従来に比べて 1/2 に減少しており、PHEV の
ZEV規制に対するインパクトが抑えられている。米国だけでなく、図表 4 に示すように、
今後排気ガス規制がますます厳しくなる傾向は全世界で見られる。 
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図表 3 カリフォルニア州の ZEV規制と 2018年以降の規制案 
 
出所：EV/PHVロードマップ（経済産業省 2015） 
 
図表 4 先進国における燃費規制の推移 
 
出典：経済産業省 自動車産業を巡る構造変化とその対応について（2015年 11月） 
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そのような背景から、図表 5 に示す国際エネルギー機関が作成した世界の車種別の
将来予測によると、従来のガソリンエンジン車やディーゼルエンジン車だけでなく、近
年増加傾向が著しいハイブリッド、プラグインハイブリッド、そして EV や燃料電池車
（FCV）などの次世代自動車の普及・成長が予測されている。 
各企業の動向を見てみると、世界最大シェアを誇るトヨタ自動車（以下トヨタ）は、
「トヨタ環境チャレンジ 2050」の中で 2050年ビジョンの一環として新車の CO2排出 90%
削減（2010 年比）を目指して、次世代車開発（HV、PHV、FCV, EV）の一層の開発加速
を発表した（ [トヨタ自動車（株）, 2015]）。また、本田技研工業も 2050 年をめどに
CO2総排出量を 2000 年比で半減するという目標を掲げ、特に四輪事業において 2030年
をめどに、四輪販売台数の 2/3 を電動化技術の搭載機種に置き換えると表明している
（ [本田技研工業（株）, 2016]）。 
 
図表 5 世界の車種別の将来予測 
 
出所：経済産業省「自動車産業戦略 2014」 
以上の動向から、世界顧客に対する顧客ニーズの多様化、CO2排出規制の厳格化が進
んでおり、自動車メーカーにとっては産業構造の変化をもたらすような大きな潮流の変
化が起こっていると考えられる。 
 
第 2 節 産業構造の変化 
ここでは、第 1節で述べた自動車産業を取り巻く環境の変化に対するグローバル自動
車産業における産業構造の変化をおさえるとともに、それに対して自動車メーカーがと
るべき戦略立案にとって重要な因子を整理する。 
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（1）顧客の多様性 
 グローバル化が進むにつれて、グローバルに存在する顧客の多種多様なニーズ
にこたえる必要性が顕著になってきている。 
 同じ国内でも、都市部や郊外、地方に住む人で自動車に求めるニーズが異なる
のと、性別や年齢によっても求める自動車の特性が異なる。 
 それら顧客は自動車に対して、外装、内装、装備なども多様なニーズを持って
おり、さらに乗り心地や性能などに対しても異なる要求値を持っている。 
 
（2）電動化の波 
 代替品（間接競合）：既存のガソリン自動車に対して EV、PHEVなど電動化が進
んでいる。（前述の次世代自動車の普及・成長が予測からも明らか） [経済産
業省 製造産業局自動車課電池・次世代技術・ITS推進室, 2016] 
 EVによるコモディティ化も自動車産業構造を変える要因となりえる。 
 
（3）新規参入者 
 EV に対して、Tesla など新規参入者に加えて、Google, Apple など将来電気自
動車とともに IT 技術を活用して参入する企業が増える可能性がある。 [日本
BP社, 2016.4] [日経 BP社, 2015.11] 
 EV技術は、ガソリンエンジンよりも技術的な障壁が低く、新規企業が参入しや
すい。 
 
（4）メガサプライヤーの台頭 
 グローバルでの自動車産業において、近年ボッシュ、コンチネンタル、ZFなど
の独 3強が M&Aも行い、メガサプライヤー化に突き進んでおり、多くの市場で
自動車ビジネスの主導権を握られる可能性もありうる（ [東洋経済新報社, 
2015]）。 
 そのような動向に対して、日本自動車企業が強みとした「系列」に対する再編
の動きもある。トヨタはグループの部品事業の再編に乗り出し、グループ各社
が手掛ける部品事業の多くをトヨタでも行ってきたが、その方針を転換し、ト
ヨタ本体といくつかグループで重複して手掛けた機能をグループ会社に集約
する。（ [東洋経済新報社, 2015]） 
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（5）業界における強者 
 現在自動車産業において、日本のトヨタ、独の Volkswagen（以下 VW）そして
米国の General Motors（以下 GM）の 3 強時代である。図表 6 の通り、2015
年 1月―12 月累計で、トヨタの販売台数 1044万台、VWが 1001万台、GMが 996
万台であり、3社とも約 1000万台におよんでおり、僅差となっている。 
 各社ともグローバル展開をしている中で、各社とも得意領域が異なる。図表 6
によると、トヨタと VW の世界における各社の販売台数の各地域での販売台数
を示しており、トヨタは日本と米国で割合が高く、VWの方は欧州とアジア（中
国）で割合を伸ばしている。今後は不得意領域に対して各社がどのようにシェ
アを伸ばすかが競争優位性を持つうえで重要な要因であると考えられる。 
 さらに、3強に次いで、ルノー・日産自動車（以下日産）、現代自動車などの企
業の成長も著しく、ますます既存自動車企業間の競争も激化している。 
 
図表 6 トヨタ・VW・GMの販売台数比較（2015年度） 
トヨタ VW GM 
地域 
台数 
[千台] 
割合 
[%] 
地域 
台数 
[千台] 
割合 
[％] 
地域 
台数 
[千台] 
割合 
[%] 
日本 3,818 36.6 北米 941 9.4 北米 3,612 36.3 
北米 2,839 27.2 欧州 4,524 45.2 欧州 1,176 11.8 
欧州 844 8.1 アジア 4,005 40.0 アジア 4,525 45.4 
アジア 1,345 12.9 その他 540 5.4 南米 645 6.5 
その他 1,594 15.3             
合計 10,440 100.0 合計 10,010 100.0 合計 9,958 100.0 
出所：各社有価証券報告書、Annual Report より筆者作成 
 
 
第 3 節 構造変化に対する自動車メーカーの戦略 
前節の整理を元に、自動車産業の競争環境の激化する中で、継続的に成長し、勝ち続
ける因子として以下が挙げられる。 
 ・グローバルでの顧客の多様性に対応する必要がある。 
 ・従来ガソリンエンジンだけでなく、電動化や情報通信技術など新しい技術を積極
的に導入し、イノベーションを創出する必要がある。 
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 ・新規参入者にはない既存の自動車企業のリソース（ノウハウ・人・設備など）を
有効活用した車づくりが重要である。 
 ・自社だけのリソースだけでなく、サプライヤーを巻き込んだ技術開発・生産を含
めて新しい取り組みが今後の成長には重要である。 
 ・自動車産業で競合が多数存在する中で、各国、地域で多様なニーズに応えつつ、
効率的な開発・生産を可能とするイノベーション 
 
 
第 3 章 自動車産業構造に対する方策としてのモジュール化について 
第 2章でふれたように、グローバルでの自動車産業構造の変化が起きている。そのよ
うな変化に対して、近年、特に注目を集めているのが自動車産業におけるモジュール化
の取り組みである。これは自動車の開発および生産工程の効率化を実現する手法である
が、一方で従来から自動車メーカーが強みとしていた摺り合わせを置き換えていくリス
クも存在するために、モジュール化とすり合わせの最適な組み合わせが模索されている。
本章ではモジュール化に関する研究の歴史を振り返るとともに、自動車産業において先
行するモジュール化に関する情報を整理する。 
 
第 1 節 工業製品におけるモジュール化の進展 
 モジュール化論を初めて論文で発表したのは、Baldwing and Clark[1997]であり、モ
ジュール化がいくつかの産業で生産過程から設計過程に拡大していることを指摘し、そ
の産業アーキテクチャ上の革命的な意義について指摘を行った（ [青木昌彦 安藤晴彦, 
2002]）。一方で、田中（2009）によると、モジュール化の定義について図表 7 のよう
にまとめている。3 つの定義は互いに排他的な分類ではなく入れ子構造であり、定義 1
の対象は定義 2の対象を含み、定義 2の対象は定義 3の対象を含むと説明している。近
年の情報通信産業における劇的な構造変化をもたらした定義 3 のモジュール化を田中
（2009）は「モジュール化」として採用して、そのモジュール化の進展の要因について
議論を行っており、情報通信産業における歴史からモジュール化された製品の圧倒的な
優勢を示した。事例として、日米におけるパソコン、大型コンピューター、インターネ
ットなどの電気通信、通信機械、CAD、ワープロ、経理処理そしてビジネス用ソフトウ
ェアなどを取り上げて、情報通信産業におけるモジュール化は情報通信産業で突破型革
新が続いたために生じたと説明する。時代的に情報通信産業において技術革新が突破的
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になったがためにモジュール化が生じたということから、その産業で技術革新が突破型
革新の時代にあるという条件がないとモジュール化しても得るものがないという「技術
革新サイクルの説」を主張し、技術革新が続いて起こり、その成果を事後的に利用する
ためにモジュール化が進展したとしている。 
 
図表 7 モジュール化の 3 つの定義の間の関係 
 
出所：田中（2009）をベースに筆者作成 
技術革新のサイクル説を想定すると、時代の変化でいずれモジュール化、つまり突破型
技術革新が減速した場合、その代わりすり合わせを重視した統合型の製品へと回帰され
ると説明し、Apple の iPhone を事例として情報通信産業における擦り合わせ型への回
帰を取り上げ、ハードウェアと iTunes などのソフトウェアの垂直統合された製品・サ
ービスの成功を説明している。 
 
第 2 節 自動車産業におけるモジュール化 
 第 1 節では一般的なモジュール化と情報通信産業におけるモジュール化について取
り上げた。本節は、自動車産業に着目した場合の、モジュール化の進展について議論す
る。田中（2009）はモジュール化について以下のようにまとめている。第 1節でも取り
上げた情報通信産業のパソコンと自動車を比較すると、パソコンの場合は、CPUが計算
機能、ハードディスクが記憶機能、ディスプレイが表示機能というように、機能とそれ
を実現する部品が 1対 1に対応する。これに対して自動車では、静粛性や加速性能とい
う機能を実現するには、車体、エンジン、タイヤなど様々な部品の調整を要し、機能と
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部品が 1対 1に対応しない。したがって、パソコンの場合、機能を向上させようとする
と一つの部品だけを改良すればよいが、自動車の場合は機能を向上させようとすると多
くの部品を調整しなければならない。製品の改良の時に全体を考えなければならないと
いう意味で部品間の相互作用が強いので、自動車はすり合わせ型もしくは統合型製品と
される。逆にパソコンは特定の部品の性能だけ上げればよいのでモジュール型製品とさ
れる。藤本（2005）によるとそれは図表 8 のように分類される。 
さらに、田中（2009）は自動車産業におけるモジュール化についても以下のようにま
とめている。すり合わせ型の産業として分類される自動車産業に対して、その中でも先
行研究において自動車におけるモジュール化に関する研究も報告されており、自動車産
業に関するモジュール化に関しては、武石・藤本（2001）により製品のモジュール化、
生産プロセスのモジュール化、下請け関係のモジュール化について説明されており、図
表 7 の定義 1 に近いモジュール化として定義されている。また、藤本（2002）は製品
のモジュール化に加えて生産のモジュール化、調達のモジュール化について述べている。
このような研究の中で、複合部品化という意味で部品のモジュール化とみなすことがで
きて、この意味でモジュール化は部分的に取り入れられている。 
 
図表 8 アーキテクチャの分類 
 
出所：藤本(2005)をベースに筆者作成 
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しかし、前節における情報通信産業でのモジュール化と定義されている定義 3の分類で
はなく、定義 1－2 の枠においてインターフェースを固定・公開していないということ
から超えていない。一方で、目代・岩城（2013）は「新たな車両開発アプローチの模索」
として 2010 年前後よりいくつかの自動車企業が進めていた自動車製品のモジュール化
について調査を行っている。それによると、自動車企業の新たなモジュール化の範囲と
効果について考察を行い、モジュール化の達成度とその競争上の利点と、モジュール化
に自動車企業が取り組んだ背景について説明がされている。さらに、その考察により自
動車企業におけるモジュール化の新たな展開とその要因を考察している。従来自動車企
業は、部品共通化策として、プラットフォーム戦略をとる企業がほとんどである。一つ
のプラットフォームに対して複数のボディーを適用可能にするものである。一方、近年
の自動車企業の傾向として、それまで適用されていたプラットフォームによる部品共通
化を発展させて、基本骨格をひとつのプラットフォームではなく、複数のモジュールで
構成することにより、基本骨格構成部品の多くを共通化するというモジュール式を採用
している（図表 9）。 
 
図表 9 主要各社のモジュール化取組み状況 
 
出所：各社ニュースリリースをもとに筆者作成 
 モジュール式アーキテクチャについて、以下に代表的な企業の取り組みについて説明
する。 
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１）ルノー・日産：Common Module Family（以下 CMF） 
 ルノー・日産は、ルノー・日産においては、アライアンスが始まって 10 年以上の歳
月の中でアライアンス内での部品共用化の取り組みなどを経て、2012 年に CMF という
名称で、モジュール式アーキテクチャを取り入れている。図表 10 に示すのは、そのモ
ジュール式開発の概要である。日産では、グローバルでの競争環境が厳しくなる中、商
品力を飛躍的レベルに向上させることが求められるのに対して、従来プラットフォーム
では実現できないことを CMFで実現するために導入したとある。それは、個々の新車開
発における際立つ個性の創出に加え、低燃費、安全、IT 系など新技術開発成果のタイ
ムリーな車両適用、さらに、車両構造、コンポーネント、部品の大規模共用による量産
効果の徹底追求という相反する要素を同時に実現するものである。（ [日産自動車, 
2012]）CMF では車両構成をエンジンコンパートメント、コックピット、フロントアン
ダーボディ、リヤアンダーボディを 4つのモジュールとし、更に、電子部品をまとめる
電子アーキテクチャを加えて、それぞれのモジュールに適切なバリエーションを用意、
これらのモジュールの組み合わせを変えることで、製品を設計する技術である。モジュ
ールの組み合わせにより、小型車から大型車、また、SUVのような車高の高い車まで（そ
れらを CMF-A、B、C/D と設置）を効率よく、かつ高度な要求性能レベルに応え設計する
ことができるとしている。 
図表 10 日産 CMF の概要 
 
                出所：日産プレスリリース（2012年 2月 27日） 
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ルノー・日産アライアンスによると、の CMFは日産だけでなくアライアンス先であるル
ノーとも、図表 11のように、モジュールを共用され、これまでにCMF-Aで2車種、CMF-C/D
で 4車種が発売されている。2016年までに 160万台の車種が CMF-C/Dでカバーされて、
さらに、2020年までに全車種の 70%が CMFでカバーされる予定であるとしている。その
結果、開発コストで 40%、購買コストで 30%の削減の効果が得られるとしている。
（ [Renault-Nissan Alliance Team, 2015]） 
 
図表 11 ルノー・日産における CMFの共有 
 
出所：ルノーAnnual Report2015 
  
2）VW：MQB 
VWは 2008年に Scaniaが長年培った技術を買収により取得した後に VWの効率的な経
営によりわずか 5年でモジュール化を搭載した自動車を完成させた。宇山（2013）によ
ると、VWは Modular Toolkit という設計手法によって製品をモジュール化させている。
車両セグメントにより担当グループ企業が分かれており、設計手法の名称も異なってい
る。それらは、 
・ニュー・スモール・ファミリー（NSF）：A0未満の小型車両 
・モジュラー・トランスバース・マトリクス（MQB）：A0から Bセグメントの車両 
・モジュラー・ロンギチューディナル・プラットフォーム（MLB）：縦置きエンジン 
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・モジュラー・スポーツ・システム（MSB）：フルサイズカー、スポーツカー 
という分類となっている。MQBの特徴として、自動車の基本骨格の分割にあり、プラッ
トフォームを 5つの巨大なモジュールに分割している（図表 12）。また、図表 13に示
す通り、従来プラットフォームが一つのセグメントだけ（図表中横軸）に対応した設計
手法に比べて、Modular Toolkitを利用することで、セグメントだけでなく、サイズも
またがる（縦と横軸）設計を可能とする。ペダルから前車軸に亘るモジュールはデザイ
ンが固定され、その他のモジュールについては自由に変更できる。 
 
図表 12 VW MQB の概要 
 
出所：VWホームページ 
 
図表 13 VWによる従来プラットフォームとモジュールツールキットの差異 
 
出所：VWホームページ 
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故にパワートレイン、エアコンユニットなど、コストの 6割を占める部品を組み付ける
箇所を多様なセグメントで共通化させながら、同時に様々な形状、サイズの自動車を生
み出すことが可能となっている。さらに、もう一つの特徴として、パワートレインはイ
ンターフェースが厳密に定義されていることである。ガソリンだけでなく他の種類のパ
ワートレインに対応し、搭載位置はすべて揃えられている。パワートレインだけでなく、
トランスミッションの位置も共通化され、排気量、出力を多様に用意しながら、同じ動
力発生機構とミッションとの組合せの数を従来比で 88%も削減している。 
 
図表 14 VWの MQB の適用計画 
 
出所：日経オートモーティブ 
図表 14の通り、MQB を採用した車種の販売台数は、2018年に前年に比べて 1.7倍近
い 300 万台超に大きく増える見込みであり今後ますますモジュール型アーキテクチャ
を採用した車両を増やすとされている。 
 
3）トヨタ：TNGA 
前述のモジュール化の中で、最も遅く発表されて導入されたのが、トヨタの TNGA で
ある。トヨタは以前より取り組んでいた部品共通化施策（CCC21）を経て TNGA に至った。
トヨタは 2012年 4月に新しい開発方式である TNGA（Toyota New Global Architecture）
を「もっといいクルマづくり」説明会で公表し、その第 1 弾として 2015 年に 4 代目プ
リウスを発売した。いいクルマの要件として、地域や車の使われ方によって異なるので、
車両構成を「基本部分」と「地域対応」の上下二つに分けた。TNGA では、アンダーボ
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ディ、エンジンやトランスミッションなど、クルマの足腰にあたる「基本部分」を共用
化する。一方で、外観や内装など顧客の目に触れる部分は差別化と商品力アップの両立
を目指すため、設計自由領域を「地域対応」としている（図表 15）。自由領域が少なく、
制約の厳しい固定領域と選択領域で構成されているのが、フロアやボディー下側の骨格
を含むアンダーボディである。アンダーボディを見ると、TNGA では同部位を大きく①
車両前部からエンジンルームと車室を分ける隔壁、②隔壁から Bピラー、③Bピラーか
ら後席後ろの荷室付近、④荷室の 4つの部品分に分けている（図表 16）。①のエンジン
ルーム周りの骨格を作る商品群は固定領域であるが、それ以外の商品群は選択領域であ
る。選択領域を用いることで、セダンやミニバンといった車種の違いなどに応じること
ができ、外観に大きく影響されるような部品群に対しても選択領域が採用される。また、
サスペンションなど走行性能に影響を与える部品に対しても固定領域と選択領域が多
く設定されている。TNGA で固定領域や選択領域を増やすと、部品群を共用しやすくな
るが、長期にわたる競争力を維持しにくい懸念がある。 
 
図表 15 トヨタ TNGAの特徴（共用化と差別化の両立） 
 
出所：東洋経済（2015.5） 
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図表 16 トヨタ TNGAにおけるモジュール構成 
 
出所：Nikkei Automotive 2016.1 
トヨタは、最初の TNGA 対応車となるプリウスの部品群を、競合他社が簡単に追いつけ
ない水準に高めることで解決を図ることにしている。さらに、トヨタは TNGA を展開す
ることで、「もっといいクルマづくり」の達成に対して、①基本性能の向上、②グルー
ピング開発による部品：ユニットの賢い共用化、③仕入れ先と協力して原価を低減、そ
して④商品力向上の４つのサイクルを回すことで実現するとされている。（ [片山修, 
2014.06]） 
 
 第 3 節 モジュール化の効果 
  第 1、2 節での一般的なモジュール化および自動車におけるモジュール化の動向か
ら、モジュール化を採用する企業側が得られる効果としては下記の点がまとめられる。 
 製品仕様のシンプル化⇒高品質の実現、維持が可能 
 製品開発コストの削減 
 部品の標準化・共有化による一括購買が可能なことによる規模の経済を利用したコ
スト削減 
 生産設備の一括導入によるコスト削減、および生産稼働率・効率の向上 
 （副次的な効果として）削減されたコストをさらに高付加価値技術・サービスへの
投資が可能 
 アライアンスがある場合は、モジュールを共用可能であり、さらに規模の経済の効
果を得られる。 
 製品を提供するまでのコストを削減しつつ、グローバルにおける多種多様な顧客に
対してより多くの製品種類をより高品質で提供することが可能である。 
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第 4 章 自動車企業のグローバル化とモジュール化に関する分析 
第 1 節 産業構造を踏まえた仮説 
 今後さらなるグローバル化における厳しい競争環境の中では、これまで述べた自動車
産業構造の変化を踏まえると、現時点でモジュール化を実現できていない企業は、経営
効率の改善ができないことと、多種多様な顧客に対応しきれないという二つの問題を抱
えることになりさらに厳しい状況に追い込まれると予想される。 
そこで、グローバルに展開している自動車メーカーの中でも、第 3章で述べたような
モジュール化をすでに実現している企業と同様なレベルのモジュール化を実現できず
に、さらなる発展につなげられない理由について、以下 2つの仮説をたてた。 
 
１） グローバルでの自動車製造・販売に対してモジュール化が経営に与える影響を明
確に把握できておらず、モジュール化の導入に至らない。 
 モジュール化がどのような影響を自動車企業の経営に影響を与えるのか？ 
 グローバル市場での販売数（台数、シェア）に対してモジュール化はどのよ
うな関係性をもつのか？ 
 モジュール化の推進に必要な経営における要件はどのような因子があるの
か？ 
 
２） 従来摺り合わせによる開発とモジュール型による開発の組合せの最適化の実現が
困難なのではないか？ 
 従来自動車メーカーが得意としたすり合わせによる開発や生産方式の実績を
是とし、産業構造の変化に気付いたとしても新しい開発に移行できないのか？ 
 新しいモジュール式をどのように構築すればよいかノウハウがないため移行
することができないのではないか？ 
 モジュール化を導入の効果を予想できたとしても従来摺り合わせとモジュー
ル型の適切な組み合わせを見つけることができず、導入効果が得られないので
はないか？ 
 
以上の仮説を検証するため、下記の分析を実施することとした。 
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第 2 節 自動車企業のグローバル化とモジュール化の相関関係 
 仮説をもとにグローバルに展開している自動車メーカーの中でもモジュール化を推
進できない理由について検討する。まず、グローバル自動車企業各社のモジュール化の
取り組みを評価した上で、公表されている情報に基づきグローバル市場での販売台数シ
ェアとモジュール化率の関係の定量的な検証を行う。対象企業は、図表 17 に示すよう
に、モジュール化を展開している自動車企業（上位 4社）と、モジュール化を展開して
いない自動車企業（6社）を選択した。ここでモジュール化の定義としては、従来プラ
ットフォームを発展させて一つのモジュールでより多様な車種に対応し、かつ共用化を
図ることができる技術であり、ある特定の技術として発表・製品への適用がされており、
トヨタでいうと TNGA、VW でいうと MQB、そしてルノー・日産であれば CMF など、従来
プラットフォームを発展させたモジュール型開発方式として展開していることを示す。
さらに、図表 18に示すように、定量分析で考慮すべきモジュール化に関する因子と経
営指標もしくは経済状況などを表す数値をもとに、相関関係について調査を行った。デ
ータについては IHSのデータベースより、2014～2016年度について項目を抽出した。 
図表 17 対象企業 
モジュール化達成企業 非モジュール化達成企業 
トヨタ GM 
VW 現代自動車 
日産・ルノー ホンダ 
 FCA 
 PSA 
 スズキ 
 
図表 18 モジュール化に関する分析項目 
No. 項目 No. 項目 
1 世界販売台数シェア 8 台数/車種 
2 世界販売台数シェア標準偏差 9 展開地域 
3 販売台数 10 展開国 
4 研究開発費率 11 生産拠点数 
5 プラットフォーム(PF) 12 車両セグメント数 
6 車種 13 設計・生産を複数ブランドと共有 
7 車種/PF   
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上記の分析結果は以下の通りである。 
 
[定量分析] 
・目的：グローバル自動車企業の市場シェアに対して影響を与えている要素を検証する。 
・分析方法：線形解析分析 
・被説明変数：世界販売台数シェア（グローバル平均値） 
・説明変数： 
X1 世界販売台数シェアの地域間標準偏差 
  X2 複数ブランドの提携・共有数 
  X3 研究開発比率 
  X4 車種/PF数 
  X5 モジュール化達成有無 
  X6 プラットフォーム数 
  X7 販売台数/車種 
  X8 生産拠点数 
      
・定量分析にあたっての定義： 
  世界販売台数シェア：各地域での販売シェアの平均値 
  世界販売台数シェア標準偏差：各地域の販売台数シェアの標準偏差 
  設計・生産を複数ブランドで提携・共有数 
  研究開発比率：研究開発費/売上高（自動車事業） 
  車種/PF数：１プラットフォームに対する車種の数  
  モジュール化達成有無：前述の説明の通り 
  プラットフォーム数：各自動車メーカーが現在持っているプラットフォーム数 
  販売台数/車種：1車種あたりの販売台数 
  生産拠点数：各社がグローバルで生産する生産拠点の数 
 
また、データ元として以下の資料を参照し、分析項目に関する情報を収集した。 
＜データ参照先＞ 
・各企業 Annual Report 2006～2015 
・各企業 Financial Report 2006～2015 
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・各企業 有価証券報告書 2006～2015 
・各企業 HP 
・各企業に関する先行研究論文 
 
第 1 項 自動車企業の世界販売シェアに関する分析 
 被説明変数として世界販売台数シェアを設定し、それに対して各説明変数との関係に
ついて分析を行った。世界販売台数シェアを被説明変数として選択した理由は、グロー
バルで展開している企業の市場占有率を各地域の経済状況などに依存せずに評価可能
とするためである。世界販売台数シェア（全世界の平均値）に対して、世界販売台数シ
ェアの地域間標準偏差、1企業が提携もしくは共有するブランド数、研究開発比率、販
売台数/プラットフォーム数、そしてモジュール化達成の有無の説明変数が影響を与え
るかどうかの分析を行った。図表 19 の回帰分析の結果に示すように、販売台数シェア
に対して補正 R2 乗がいずれのモデル 0.53～0.824 の範囲となっている。本定量分析よ
り、model1 において高い t 値が得られている中で X1:販売台数シェア標準偏差や X2：
ブランドの共有化が販売台数シェアに影響を与えることがわかる。Model3～5において
は補正 R2 が 0.5 以上であるが、t 値が低い値となっており、被説明変数に対して影響
度が低いと考えられる。 
図表 19 定量分析（回帰分析） 
 
model1 model2 model3 model4 model5 
 
Coeff. t-stat Coeff. t-stat Coeff. t-stat Coeff. t-stat Coeff. t-stat 
切片 -9.0 -1.81 -10.9 -0.70 -5.8 -0.42 -20.7 -1.49 -12.8 -0.27 
X1 1.00 3.62 1.05 2.20 0.68 1.44 1.04 2.43 0.73 0.41 
X2 0.26 1.36 0.31 0.70 -0.12 -0.26 0.48 0.93 0.24 0.16 
X3 0.99 1.31 1.18 0.69 -0.20 -0.12 0.95 0.63 0.24 0.06 
X4 1.11 1.72 1.24 0.99 1.66 1.49 2.13 2.32 1.68 0.62 
X5 
  
-0.65 -0.13 0.62 0.14 -2.35 -0.60 -1.64 -0.25 
X6 
    
0.21 1.53 0.07 0.49 0.09 0.40 
X7 
      
0.00 1.70 0.00 0.15 
X8 
        
0.07 0.19 
重決定 R2 0.816 0.817 0.897 0.958 0.96 
補正 R2 0.669 0.588 0.691 0.810 0.63 
※Coeff.は係数を表す 
※t-statは t値を表す 
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そのような条件において、影響度が高い説明変数としては、X5：モジュール化達成有無、
X3：研究開発比率となっている。特に、X5：モジュール化達成有無を表す変数であり、
今回定量分析の目的を検証するうえで有意義な分析結果となっていると考えられる。 
 
図表 20 回帰分析（各変数との相関関係） 
  Y X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 
Y 1 
        X1 0.79 1
       X2 0.17 -0.05 1
      X3 0.20 0.06 -0.29 1
     X4 0.47 0.21 0.01 -0.09 1
    X5 0.73 0.49 0.41 0.40 0.50 1
   X6 0.46 0.28 0.48 0.36 -0.34 0.42 1
  X7 0.21 0.05 -0.47 0.40 -0.26 -0.07 0.24 1
 X8 0.89 0.66 0.07 0.48 0.29 0.73 0.52 0.48 1
 
※Y  世界販売台数シェア 
X1 世界販売台数シェアの地域間標準偏差 
  X2 複数ブランドの提携・共有数 
  X3 研究開発比率 
  X4 車種/プラットフォーム数 
  X5 モジュール化達成有無 
  X6 プラットフォーム数 
  X7 販売台数/車種 
  X8 生産拠点数 
 
それらを裏付けるさらなる定量分析として、図表 20 のような相関関係を調査した。
1列目が被説明変数に対して X1～X8の説明変数のそれぞれの相関を表す。さらに、2列
目から 9 列目はそれぞれの説明変数間の相関を表している。この定量分析の結果から、
まず被説明変数の販売台数シェアに対して最も高い相関値を有する説明変数は、X8：生
産拠点数であり、次いで X1：世界販売シェアの標準偏差（ばらつき度）、そして X5：モ
ジュールの達成有無という順となっていることがわかる。さらに、説明変数間での相関
に関しては以下の通りである。 
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① X1：世界販売台数シェア標準偏差と X8：プラットフォーム数 
② X2：ブランド共有化と X6：プラットフォーム数 
③ X3：R＆D率と X8：生産拠点数 
④ X4：販売台数/プラットフォーム数と X8：生産拠点 
⑤ X5：モジュール化達成と X8：生産拠点数 
が各変数間で最も相関があることが示される。（いずれも正の相関） 
これらの分析から、販売台数シェアに対して影響する因子は生産拠点の数であり、生産
拠点に対しては、R＆D とモジュール化達成の有無が特に関係していることがわかる。
さらに、他の因子のつながりを見ると、プラットフォームの数に対してグローバル販売
シェアのばらつきとブランド共有化の相関が強いのと、プラットフォームと生産拠点の
数との相関（0.52）も比較的強く表れているので、図表 21 のように模式的に相関図を
表すことができる。 
 
図表 21 非説明変数と各説明変数の関係 
 
 この相関図から、モジュール化が他の因子に対して影響を与え、最終的には販売台数
シェアにも影響を与えていると考えられる。上記の定量分析をより正確にとらえるため
に、相関関係が強かった代表的な変数（X8：生産拠点数、X1：世界販売シェアの標準偏
差（ばらつき度）、X5：モジュールの達成有無）について整理を行う。定量分析におい
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てモジュール化の有無をダミー変数として分析を行ったが、以下ではモジュール化を表
現する値として車種/PF 数を用いることにする（モジュール有無と車種/PF 数の相関係
数も 0.5であり表現可能と判断）。図表 22～図表 26中、モジュール化を実現している
企業は△、そうでない企業は○で示す。 
１）販売台数シェアと PF共用化 
PF共用化率（車種/PF数）が販売台数シェアに直接影響するかどうかを確認する。図
表 22 に示すように、販売台数シェアに対する車種/PF 数を表す。図表より、車種/PF
数が増加するにつれて、つまり一つの PF でより多くの車種をカバーするにつれて、販
売台数シェアも増加する傾向がトヨタとルノー・日産の例でみられる。しかし、VW の
例から必ずしもこの変数だけで販売台数シェアが決定する訳ではないことも判断可能
である。この変数以外にシェアを決定する因子が存在するものと考えられる。 
 
図表 22 モジュール共用化率と販売台数シェアの関係 
 
２）生産拠点と PF共用化 
 まず図表 23 から生産拠点数と販売台数シェアに線形関係が成り立つことが分かる。
モジュール化を実現す 3 社はいずれも多く生産拠点を有していることから販売シェア
の一定の確保には生産拠点数が大きく影響とすると考えられる。一方で、図表 24から
PF共用化と生産拠点の関係を確認する。図表によると、車種/PFが大きくなるにつれて、
生産拠点数が増加する傾向にあることがわかる。トヨタ、ルノー・日産の場合は、PF
共用化が大きいということと生産拠点数が多いという関係が成立する一方で、VW の場
合はこの関係に寄らないため、生産拠点数に対して必ずしも PF 共用化が必要というこ
とではないとも捉えられる。 
 
32 
 
図表 23 生産拠点数と販売台数シェアの関係 
 
 
図表 24 PF共用化と生産拠点数の関係 
 
 
３）販売台数標準偏差と PF共用化 
図表 25 に PF 共用化と販売台数シェア標準偏差の関係を示す。図表より、大きな傾
向として、トヨタのプロットを除くと、PF 共用化が増加するにつれて販売台数シェア
の標準偏差が低下するという特性となっていることが分かる。標準偏差が小さくなると
いうことは、よりグローバルに分散して販売シェアを有しているということを表してい
る。一方でトヨタはそれとは逆の傾向となっており、例外が存在することも表している。
さらに、販売台数シェアと販売台数の標準偏差は図表 26に示すように、この場合もト
ヨタの例を除くと、標準偏差が小さくなると、販売台数シェアが増加する傾向になって
いることが分かる。つまりグローバルにおいて一極集中で販売台数を得るよりも分散し
て販売台数を確保した方がよりグローバルでの販売台数シェアを伸ばせることを示唆
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していると言える。 
図表 25 PF共用化と販売台数シェア標準偏差の関係 
 
 
図表 26 販売台数シェアの平均値と標準偏差① 
 
 
今後の議論のために販売台数の標準偏差の特徴の中でルノ ・ー日産に着目してさらに
見る。ルノー・日産の場合、ほかの企業に比べて、特に標準偏差が小さく販売シェアが
高い特性を持つ。上記データで重要な点としては、ルノ ・ー日産とほぼ同シェアであり、
かつモジュール化を達成している VWの標準偏差の値が 6.95に対して、ルノー・日産の
それは 3.75%と大幅に小さい値となっている。これは、VWに比べて、ルノー・日産の方
が世界でより均等にシェアを持っているということを示している。両企業ともモジュー
ル化に着手しているが、大きく異なる点としてはルノー・日産は 2社で多くの地域・国
をカバーしているということである。 
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図表 27 販売台数シェアと標準偏差② 
 
モジュール達成 
有無 
世界販売台数 
シェア平均値 [%] 
世界販売台数 
シェア標準偏差 [%] 
VW 有 9.10 6.95 
ルノー・日産 有 9.99 3.75 
日産 有 5.96 3.06 
ルノー 有 4.03 4.42 
ホンダ 無 5.82 4.58 
それぞれの企業では得意とする地域とそうでない地域を持っており、ルノー・日産の場
合、2社がそれぞれの不得意地域をカバーすることによる効果だと考えられる。それに
より、シェア平均値と標準偏差のトレンドから大きく外れていると推察できる。また、
ルノー・日産の標準偏差が同程度の比較対象としてホンダの場合を取り上げると、シェ
アの世界平均値は倍 1.7となっている。図表 28、図表 29、図表 30の地域間の販売シ
ェア分布比較を示す。 
図表 28 グローバルにおけるルノー・日産世界販売シェア(2015 年) 
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図表 29 グローバルにおける VWの世界販売シェア分布(2015年) 
 
図表 30 グローバルにおけるホンダの世界販売台数シェア分布（2015年） 
 
図表 28により、ルノー・日産の分布をみてみると、日産のシェアは日本や北米で高
く、ルノーの方は、ヨーロッパ、アフリカ、南米などでのシェアが高くなっており、両
者を合わせると、およそグローバルにおいてシェアが 3.9%～15.6%であり、平準化され
ていることがわかる。一方、図表 29 の VW の分布をみると、VW は欧州、中国そして南
米において 12～20%以上のシェアを有しているが、ほかの地域ではおよそ 5%以下となっ
ており、分布が極端に偏っていることがわかる。 
上記の比較からルノ ・ー日産の提携による効果がグローバル販売台数シェアの均一化
ならびにシェア向上に表れているものと考えられる。このことから企業間の設計・生産
を含めた提携とモジュール化の設計思想がシェア拡大および均一化に影響を与えてい
る可能性があり、この効果の詳細についてはモジュール化の観点も考慮して定性的な考
察を次の項でふれることにする。 
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以上のことから、販売台数シェアに対して１）PF共用化、２）生産拠点と PF共用化
との関連性、そして３）販売台数標準偏差と PF 共用化との関連性を明らかにした。つ
まり、グローバル市場における販売台数シェアとモジュール化率（PF 共用化）との間
で有意な相関関係があることを確認することができた。  
 
第 2 項 自動車企業におけるバリューチェーン分析（定性分析） 
第 1項において、世界における自動車販売台数シェア（平均値）とモジュール化を中
心とした定量分析を行った。これにより以下の重要な分析結果を得た。 
 販売台数シェアに対しては、生産拠点数、モジュールの達成有無、そして世界販
売シェアの標準偏差が大きく影響を及ぼしている。 
 標準偏差の低さ（ばらつきの少なさ）は、1 社よりも 2 社の提携とモジュール化
の組み合わせによる相乗効果が得られている可能性があり、その結果販売台数シ
ェアの拡大の可能性が考えられる。 
一方で、上記の定量分析だけでは完全にモジュール化の本質を捉えられておらず、第
1節で設定した仮説に対して解を得られないため、バリューチェーンをもとにした定性
分析によりモジュール化に対してさらなる特徴の把握を試みる。まず本項での１）モジ
ュール化を採用している企業とそうでない企業のうち複数の企業を選択して大局的な
比較に続き、次項以降、２）モジュール化を達成し、かつ販売シェアの高い企業同士の
KPIの比較、そして３）モジュール化を実現できない企業と実現している企業との比較
を行う。 
まず図表 31、図表 32に示すように、モジュール化を実現する企業としてルノ
ー・日産と VWとトヨタを比較し、モジュール化を実施していない企業として GM
とホンダを比較対象として挙げている。 
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図表 31 製品関連の相違 
 
出所：各社ニュースリリース、ITSデータより筆者作成 
図表 31では製品関連の相違を表しているが、モジュール化を導入している企
業では車種が多いことが分かる。また、モジュール化技術の導入に対して、モ
ジュールの適用計画に対して明確な目標値をもっとおり、戦略的にモジュール
を導入していることが見て取れる。 
さらに、図表 32ではモジュールを導入している企業とそうでない企業の組織
および提携に関する情報を整理している。図表 32からモジュール化を導入して
いる企業は、一つのモジュールを多くの車種に共用しており、それらを拡張す
る計画となっていることが分かる。さらに、モジュール導入に際し、M&Aによる
モジュール化技術の取得や、アライアンス内での組織体制を整備など、モジュ
ールに関連した開発・管理体制を随時整備している状況が分かる。 
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図表 32 組織および提携に関する相違 
 
出所：各社ニュースリリース、ITSデータより筆者作成 
 
第 3 項 モジュール化達成企業同士の詳細比較（定性分析） 
本項では、モジュール化を達成し、かつ販売シェアの高い企業同士の KPIの比較から、
販売台数シェア拡大とモジュール化の関係について詳細なバリューチェーン分析を行
う。 
そのために、VWとルノー・日産のモジュール化戦略について図表 33のようにまとめ
る。モジュール化をほぼ同時期に導入し、両企業の台数シェア（平均値）がほぼ同等で
あることから比較として適切と考える。それぞれの項目について以下に議論を行う。 
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図表 33 VWとルノー・日産の差異 
 
VW ルノー・日産(※1) 
戦略 
・「ストラテジー2018」：2018 年ま
でに 1000万台達成と営業利益 8%の
達成の目標を掲げる。 
・様々な車種を柔軟かつ効率的に創
出することを狙いとする。 
・「日産パワー88」：シェア 8%、営
業利益 8%の目標を掲げる。 
・重量が近い同士の車を括って部
品の共通化進めるとともに軽量化
も進められた。 
⇒燃費改善(商品性向上)とコスト
削減(部品共有化) 
調達 
VW グループでより多くの部品を調
達可能 
グループ間で共有可能であり、多く
の部品を供給可能なサプライヤー 
・グローバル調達：ルノー・日産
で共通のサプライヤーから調達 
⇒調達コスト 30%低減 
・RNPO（Renault Nissan Purchasing 
Organization）を設置：グローバルで
の部品の一括調達 
企画 
設計 
・部品コスト 20%低減、投資支出
20%低減、車両開発時間 30%短縮を
見込む。 
・ニッチなセグメントへの新型車
種を低コストで迅速に投入可能。 
・車種のカバーレンジはルノー日
産ほど多くない（図表 34）⇒今
後 40車種に展開される予定。 
・Big Moduleと言われる設計ル
ールを定め、固定領域と可変領
域を定義。 
・VWに比べて幅広い車種をカバ
ーする。（図表 35） 
・部品共通化率現状 4割⇒約 8
割にまで高める 
⇒開発費は 29%低減。 
・多様なパワートレインに対応 
モジュール
共有 
日産は車両の 70%を CMF アーキテクチャで開発された車両にする予
定。VWは 
※予測によると、両社とも 2020 年以降全体生産台数の約 80%まで共
有化を図る見通し。（図表 36） 
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製造 
MQB ベースの車種を生産工場で
は、ほかの全ての MQBベース車種
が生産可能⇒30%組立時間を削減 
2015 年末までに世界各地の全工
場にアライアンス方式（APW: 
Alliance Production Way）を導
入することで、双方の車両を同
じラインで生産可能。 
ブランド 
共有数 
4 ブランドによるモジュール共有
を図る（図表 37） 
Renault/Nissan 以外に 9 ブランド
での共有を図る（図表 37） 
車種 
2020年以降最大 59車種 
見通し 
2020年以降最大 73車種 
見通し 
生産 
拠点数 
40 37 
出所：新たな車両開発アプローチの模索（目代ら）から著者作成 
IHS生産台数予測データより作成 
 
図表 34 VWにおけるプラットフォームのカバーレンジ 
 
出所：新たな車両開発アプローチの模索（目代ら） 
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図表 35 ルノー・日産におけるプラットフォームのカバーレンジ 
 
出所：新たな車両開発アプローチの模索（目代ら） 
図表 36 全生産台数に対するモジュール化共有率比較 
 
出所：IHS生産台数予測データより作成 
図表 37 ブランド共有数比較 
 
出所：IHS生産台数予測データより作成 
42 
 
以上の比較から、まず両社に共通する項目として、モジュール化の目的として、設計・
生産の効率化と製品の多様化のトレードオフに対してモジュール化を用いてブレーク
スルーするということが挙げられる。そして、モジュール化推進に必要な組織的な要件
を抽出することができた。具体的には、販売数（台数、シェアなど）およびコスト削減
（開発、購買など）に対して明確な数値目標が設定され、その達成に向けて適切な運営・
管理体制が確立されていることが確認された。その結果、それらの経営指標を達成する
合理的な手段としてモジュール化の推進が全社的に選択されていることが明らかとな
った。 
一方、異なる点としては、異なる点としては以下の 2点である。①ルノー・日産のモ
ジュール化がより車種のカバーレンジを幅広くとっている。それにより、開発効率、サ
プライヤーからの一括調達により部品コスト低減や生産効率向上がなされている（図表
の通り、部品コストが VW に比べて 9pt 削減）。②ルノー・日産のモジュール化の方が、
ルノーおよび日産の両企業にまたいでより多くのブランドと多車種でモジュールの共
有を図っている。 
 
第 4 項 モジュール化有無の自動車企業の詳細比較（定性分析） 
前項では、モジュール化を実現できている自動車企業同士の KPI比較からそれぞれの
特徴を明確にした。本項では、モジュール化達成の特徴・効果をより明確にとらえるた
めに、モジュール化を実現できている自動車企業とそうでない企業との比較について前
項と同様の比較分析を行う。本項での比較対象企業としては、本田技研工業（以下ホン
ダ）とルノー・日産との比較を中心に取り上げる。ホンダと日産は日本国内であれば販
売台数シェアなどほぼ同規模の自動車企業である。日産はルノーとの提携によるグロー
バル展開やモジュール化を共有するなど、両社のシナジーを重視する経営である一方で
ホンダは燃料電池技術で GM と提携はあるものの独立独歩を基本とする経営方針をとっ
ている。よって、今回のモジュール化の適用有無の比較としては適切な企業の比較であ
るといえる。図表 38に両社の比較に関する定性分析の結果を示す。なお、ルノー・日
産の情報は前項と同じ内容である。 
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図表 38 ルノー・日産とホンダの差異 
 
ホンダ ルノー・日産(※3) 
戦略 
・販売規模の目標はなく、販売規模より
も商品力重視が方針。（※1） 
・グローバル 6極での生産と販売の強化 
・チャレンジングな商品の継続的な開発 
・「日産パワー88」：シェア 8%、営業
利益 8%の目標を掲げる。(※2) 
・商品ラインアップ、セグメントカ
バー率、新技術採用数などの目標値
を明確に設定する。 
調達 
本田単独およびモジュール化がないた
めサプライヤーからの大量調達は困難。 
明確な KPIの設定はなし。 
・グローバル調達：ルノー・日産
で共通のサプライヤーから調達 
⇒調達コスト 30%低減 
・RNPO（Renault Nissan Purchasing 
Organization）を設置：グローバル
での部品の一括調達 
企画 
設計 
・本田技研工業にて商品が企画され、子
会社である本田技術研究所で製品設計
が行われおり、機種毎に開発責任者が設
定される。 
・ガソリンエンジン、HEV、電気自動車
まで多様なパワートレインを独立で展
開。一部 FCV技術を GMと提携。 
・Big Moduleと言われる設計ルール
を定め、固定領域と可変領域を定義。 
・部品共通化率現状 4割⇒約 8割に
まで高める 
・部品コストで 27%、開発費は 29%低
減。 
・多様なパワートレインに共同で対
応。互いが技術を補完する。 
モジュール
共有 
特定のモジュール化技術の展開はなし 
CMF を展開；ルノーと日産でモジュール
の共有を図る。2020年までに 70%共有 
製造 
・従来生産拠点にて製造 
・グローバル拠点の有効活用を実施 
従来とは桁違いに多くなる共通部品
の生産の可能とする工法の開発やサ
プライチェーンの構築が必要。 
ブランド 
共有数 
・2ブランド(Honda、Acura) 
2015 年末までに世界各地の全工場にア
ラ イ ア ン ス 方 式 （ APW: Alliance 
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Production Way）を導入することで、双
方の車両を同じラインで生産可能。 
車種※4 56 144 
生産拠点数 40 37 
※1 2012年に全世界で 600万台以上の販売を目指すも、2015年に方針変更。 
http://www.honda.co.jp/news/2012/c120921a.html 
http://www.honda.co.jp/news/2015/c150706.html 
http://www.nikkei.com/article/DGXLASDZ06HN1_W5A700C1EA2000/ 
※2 日産中期経営計画（2011.6.27発表）より 
※3 モジュール化方針は「新たな車両開発アプローチの模索（目代ら）」から引用 
※4 2016年時点でのラインアップと 2018年までの予測を含む。 
 
図表 38から、大きな差異としては、モジュール化にふさわしい戦略的開発・管理体
制が整備されているかどうかということである。日産の場合、社内の開発体制としても、
またアライアンスの体制としても、モジュール化に適した体制が整備されていると言え
る。それにより、経営指標に関する明確な目標値が設定された上で、KPIとして営業利
益や販売シェアだけでなく、商品ラインアップやセグメントカバー率など多くの項目が
コミットされる体制となっている。 
それら数値目標を達成するために、日産とルノーで提携によるシナジー効果を CMFや
パワートレインなどの技術の共有・補完だけでなく部品調達、生産そして販売拠点の共
有を行っている。ルノーの Annual Report2015によると、ルノー・日産の提携には 3つ
の方針があり、それらは①すでに一方が所有する技術によるベネフィットは共有し無駄
な開発を控え、②提携による規模の経済のアドバンテージを活用しコスト削減を行い、
③販売や市場におけるリソースの適正配分により売上高の増加を図るであるが、CMFを
基軸にそれらを展開する戦略をとっていると言える。 
ルノー・日産においては、図表 39 に示すように、提携を強化するために 2014 年か
らルノーと日産の主要 4 つの機能を統合する体制となっている（ [日産自動車（株）, 
2014]）。これはモジュール化により提携のシナジーを増大させられる体制と言える。組
織体制の特徴として研究開発、生産技術、購買、そして人事の 4部門の統合深化が進め
られている。 
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図表 39 ルノー・日産における提携体制 
 
出所：日本経済新聞より筆者作成 
アライアンスの各統合部門の担当は、ルノー、日産いずれかの役員（副社長）から選
出されて、各機能を統括・統合を図る。これにより、2016年に年間 43億ユーロにのぼ
るシナジー効果創出を目標として目指し、実際に 2015年にそれを達成している。研究
開発部門においては、CMF開発、先行開発、パワートレイン開発、システム開発、実験
施設および実験機能を統合している。生産技術・物流部門においては、グローバル生産
戦略、生産工程技術、生産管理および SMCを対象としている。購買部門においては、共
同購買組織である RNPO（Renault Nissan Purchasing Organization）の強化と合わせ
て、研究・開発と生産の主要機能統合との連携を図る。最後に人事部門においては、グ
ローバル事業の各社共通のタレントマネジメント方針を含め、アライアンス全体を網羅
する共通の人事プロセスを導入している。 
さらに、ルノー・日産は、アフトワズ（ロシア）やダイムラーとの提携も行っており、
提携の枠組みの中での一括調達や、パワートレインなど部品を共用化するなどのコスト
削減と、補完機能を最大限活用している。モジュールを導入していない企業は、導入し
ている企業に比べて大規模な提携を行っていない傾向にある。 
ルノー・日産の社内体制としては、長沢ら(2003)によると、ルノー・日産の場合、従
来日産において「商品主管」と呼ばれた責任者が大きな権限をもって商品開発が進めら
れたのに対して、ルノーとの提携後、複数のプロダクト・マネジャーでその職務を分散
し、「コミットメント」と呼ばれる数値目標に対する責任の明確化と一人の責任者への
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依存度が下げられている。ルノー・日産とホンダの比較とは別あるが、モジュール化に
向けた体制の変化の事例として、トヨタにおいても TNGAを導入する際に、TNGA企画部
を設置し、従来得意とした商品開発における「主査制度」の縦の繋がりに加えて、横の
連携を強化していることも挙げられる。 
一方、ホンダの場合、日産に比べてモジュール化の導入に適した体制が整備されてい
ない可能性がある。現時点では明確な数値目標が存在しないが、2012 年での中期経営
計画においてグローバルでの販売目標として「2016 年度に世界販売 600 万台」が設定
されたものの、販売力が不足、品質問題の影響により目標達成が困難な状況となり、2015
年の社長交代を機に規模を追う方針は撤回となった。その方針によると、販売台数の規
模を追うよりも、「Honda らしいチャレンジングな商品を、継続的に開発し、全世界の
お客様にお届けしていく」となっている。 
ルノー・日産との組織体制での大きな違いとしては、長沢ら（2003）によると、ホン
ダの場合、本田技研工業と本田技術研究所は分かれており、本社からの指示により車の
研究開発を担っており、さらにその中では LPLと呼ばれる開発責任者（プロダクト・マ
ネジャー）が任命され商品開発が行われる（図表 40）。この場合 LPLの裁量で迅速に開
発を進められるというメリットがある一方で、幅広く大きな権限が与えられるプロダク
ト・マネジャーの能力に製品競争力が規定される傾向があるという問題も存在する。 
 
図表 40 本田技術研究所における開発プロセス 
 
出所：本田技研工業及び本田技術研究所における製品開発に関する実証研究(2)（長沢ら） 
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激しく変化する経営環境への対応や新しいアーキテクチャに対しては適切な戦略的開
発体制が求められるが、ホンダの場合は従来の擦り合わせに適した開発体制となってお
り、新しい開発体制の整備が不十分という状況と言える。 
モジュール化に関連した両社の大きな違いとして、研究・開発の分野も挙げられる。
ルノー・日産はそれぞれが有する多くの車種に CMFを適用することと、エンジンなどの
複雑で開発費用がかかるパワートレイン技術も提携の中で共有を行っている。例えばガ
ソリンエンジンとオートマチックトランスミッションは日産が開発・供給し、ディーゼ
ルエンジンとマニュアルトランスミッションはルノーが担当するなど両社の不得意領
域を、得意領域でカバーするという補完が適切になされている。パワートレインをモジ
ュールとした場合、研究開発の観点でのモジュール化の必要性に対する動機付けとして
は開発の効率化が主な目的となるが、一つのモジュールをより多くの車種やブランドで
共有する場合はモジュール化を適用することを狙いとしている。その効果から得られた
コスト削減をもとに将来技術革新に投資すると公表しており、実際に、日産「セレナ」
による 2016-2017日本カ ・ーオブ・ザ・イヤ 「ーイノベーション部門賞」の受賞や「e-Power」
といった最新の電気自動車技術を創出などの事実からもモジュール化をドライバーに
したさらに大きな効果を研究開発分野にもたらすと予想される。 
一方、ホンダの場合は、すべての技術を一社で構築する方針をとっている。ホンダ
（ [本田技研工業（株）, 2011]）によると、”EARTH DREAMS TECHNOLOGY”というパワ
ートレイン技術を構築しており、それは、ガソリンエンジン技術だけでなく、ディーゼ
ルエンジン技術、ハイブリッド技術、EV（電気自動車）技術、そしてトランスミッショ
ン技術で構成されている。ホンダと同規模の企業の中で、自動車企業一社でこのように
すべてのパワートレイン技術を展開している企業は特異な存在であると言える。 
本項においては、モジュール化を導入している企業のルノー・日産と採用しない企
業としてホンダとの比較を行った。本分析から、モジュール化を導入している企業に比
べてモジュール化を採用していない企業では、組織体制の劇的な変化が見られない。そ
れは従来の摺り合わせ型の方式を採用した状態のままであると言える。つまり、経営状
況の変化に対してモジュール化を必要せず、個別の販売もしくは開発の事情により商品
開発が行われることにより、モジュール化に向けた全社的な取り組みが不十分であるこ
とを表していると言える。 
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第 5 項 摺り合わせとモジュール化の関係に関する分析 
本項では、摺り合わせとモジュール化の最適化を検討する上で必要な分析を行う。ま
ず、図表 41に示すのは一般的な工業製品における部品点数と製造リードタイムである。 
 
図表 41 部品点数と製造リードタイムの関係 
 
出所：インターネット・新聞各種情報より筆者作成 
枠で囲われているように一般的にモジュール化が進展したものと、摺り合わせによる
工業製品という分類が可能である。主に時計、テレビ、スマートフォン、PCなどの電
化製品がモジュール化としての分類に含まれており、部品点数が 10点～1000点代に止
まるのに対して、自動車、建機類、船、飛行機など部品点数が 1万点代以降の複雑な製
品は擦り合わせによる製品に分類される。その間には大きく一桁違うほどの部品点数の
差があることが分かる。（※ここでのモジュール化は機能と部品が 1対 1に対応してい
るものとして定義）さらに、図表から、第 3項の分析でもあった MQB導入により製造リ
ードタイムを 30%削減できたとしても、PCのそれには到底及ばないことが分かる。製造
リードタイムであれば既存の自動車の製造リードタイムに対して約 1/10のスケール、
つまり 90%程度削減しない限り PCのレベルには達しないことが予想可能である。つま
り、自動車に関しては、PCのような完全なモジュール型になるにはそれほど部品点数
を低減させる必要があり、たとえモジュール型アーキテクチャをもってしても、完全な
モジュール型にはなり得ないことを間接的に示唆している。 
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自動車の完全なモジュール化というのは困難があることは前述の通りである、一方で、
自動車において擦り合わせに比べてモジュール化を導入することで今後どれほどの効
果を得られるかを確認する必要がある。モジュール化を達成できている企業とそうでな
い企業で、モジュール化による効果について比較を行う。モジュールの効果としては、
①モジュールを複数車種で共用できるという効率化の観点と、②モジュール化を用いて
多種多様なニーズに応えられるという観点で整理を行う。それぞれ、１モジュールの車
種が全車種に対して占める割合と、1モジュールに対する生産拠点という変数で表現が
可能である。それらを上記の分析でも用いたデータにより、図表 42 と図表 43 のよう
に整理することができる。 
 
図表 42 代表企業におけるモジュールと PFの効果とその推移① 
企業 
モジュール 
もしくは PF 
2016年 2018年※2 2020年※2 
車種/PF 
[%] 
拠点/PF 
[%] 
車種/PF 
[%] 
拠点/PF 
[%] 
車種/PF 
[%] 
拠点/PF 
[%] 
Renault/Nissan CMF 11.0 30.0 21.5 56.0 38.5 70.6 
VW MQB 14.2 39.6 28.6 56.1 31.3 63.8 
Honda PF(※1) 5.7 33.3 10.7 63.9 23.2 64.9 
GM PF(※1) 13.1 43.1 15.6 51.0 16.1 54.9 
※車種/PF は全車種数に対してモジュールのみによる車種数の割合を表す。（企業の規模に
よるモジュールの共用化を示す） 
※拠点/PFは全生産拠点に対して 1モジュールもしくは PFによる生産拠点の割合を表す。 
※1 複数ある PFの中から最も生産台数の多い車種を選択 
※2 IHSデータベースによる予測値を用いた 
 
図表 43によれば、2016年時点では、モジュールの有無による差異が大きくあるもの
もあればそうでない場合がある。ホンダの値とモジュール化を達成できている 2社と比
較すると大きく差異が生じていることが分かるが、一方で GM との比較ではほとんど同
等である。しかし、2018 年、2020 年における予測値を見ると、大きく差異が生じてい
ることが分かる。年数が経過するにつれて、すでにモジュール化を採用している企業に
おいてはモジュール化の利点を活かせるようになることによるものと言える。モジュー
ル化の共用化の割合が年次の増加につれて多くなり、さらに、１モジュール化が生産さ
せる拠点数の割合も増加する傾向となっている。つまり、従来プラットフォームのみを
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活用する GMとホンダに対して、モジュール化を活用する VWとルノー・日産は、モジュ
ールの共用化を図り、1 モジュールの共用化率をプラットフォームに比べて約 10pt ほ
ど多くすることが可能であり、さらに、生産面においてもモジュール化を活用すること
で 5ptほど多くの拠点での生産の可能性があると言える。 
 
図表 43 代表企業におけるモジュールと PFの効果とその推移② 
 
※凡例中数字は年次を表し、PFはプラットフォーム、MODはモジュールを表す 
 
従来摺り合わせのみ（プラットフォーム）に比べて今後モジュール化を実現できる企業
は、一つのモジュールをより多くの車種に適用可能であり、さらに多くの生産拠点で一
つのモジュールが生産可能である 
 以上の分析の結果、自動車企業において完全なモジュール化の実現は困難であること
が明らかにされた一方で、モジュール化導入により開発生産工程の効率改善や多地点で
の多車種生産が可能になるなど、重要な経営改善効果が得られることが分かった。 
 
第 3 節 分析結果からの考察 
第 1 項 グローバル自動車企業におけるモジュール化が経営に与える影響 
前節の第 2 項～第 4 項では、先行研究の議論を踏まえて、グローバル自動車企業に
おいてモジュール化が経営に与える影響の解析を目的に調査分析を行った。まず、グロ
ーバル市場での販売台数シェアとモジュール化率の関係の定量的な検証の結果、グロー
バル市場における販売台数シェアとモジュール化率との間で有意な相関関係があるこ
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とを確認することができた。さらに、モジュール化を導入している自動車企業と導入さ
れていない企業とのバリューチェーンをもとにした定性的な比較分析の結果から、導入
企業に共通する項目として、モジュール化推進に必要な組織的な要件として、販売数（台
数、シェアなど）およびコスト削減（開発、購買など）に対して明確な数値目標達成に
向けて、適切な運営・管理体制が確立されていることが確認された。さらに、モジュー
ル化はそれらの経営指標を達成する合理的な手段として推進が全社的に選択されてい
ることが明らかとなった。一方、モジュール化を採用していない企業では、従来の摺り
合わせ型の方式を採用した状態のまま組織体制の劇的な変化が見られない。つまり、経
営状況の変化に対応しきれず、個別の販売もしくは開発の事情により商品開発が行われ
ることにより、モジュール化に向けた全社的な取り組みが不十分であることが判明した。 
以上の分析によるファクトから、グローバル自動車企業におけるモジュール化が経営
に与える影響に関して下記の 5つの論点について考察をまとめる。 
 
１．グローバル競争に勝ち抜くためには多くの販売と生産拠点で世界を効率よくカバー
することが重要である。 
すでに定量分析からわかるように、グローバルでの販売台数シェアを伸ばすため
には、純粋にグローバルにおける生産拠点が必要である。また、同時に販売拠点も
合わせて必要であり、前述のモジュール化を導入し、グローバルで展開する企業が
すでに実践するところである。特にルノー・日産の場合、アライアンスのシナジー
効果に目標値を設定し、生産においてそれらを達成するために、モジュール化と相
互生産形式という新しい取り組みと体制を構築してそれぞれのグローバルでの生産
拠点を活用し、販売シェアを伸ばしており、さらに一定の地域に集中せずに分散し
て生産・供給をしている。つまり、単に生産拠点を増強するというよりも、自社の
販売シェアなどの企業経営の目標値に即した戦略的な開発手法や生産拠点もしくは
販売拠点の構築が適切な運営・管理体制のもと必要と考えられる。 
 
２．グローバルでの生産をカバーするためにはモジュール化によるエンジニアリングの
効率化が不可欠。 
１．の実現のためには、特に調達面と生産面で効率的なエンジニアリングが求めら
れる。つまり、SCM の中でモジュール化は重要な役目を果たすと考えられる。生産設
備導入、調達、生産の流れの中で、それぞれで効率化やコスト削減が必要である。前
述の議論から、すでにモジュール化を導入している企業はこれらのメリットを得るた
めに必要な運営・管理体制を整えている。従来摺り合わせの場合、サプライチェーン
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の各段階で摺り合わせのための多大な時間や労力が必要であったが、モジュール化に
より部品の統合がなされ、大幅な時間や労力が可能である。さらには、管理において
も従来多数の部品に対して多くの管理プロセスが必要であったが、モジュール化にす
ることでそのようなことも省略できると考えられる。よって、将来 IoT などの技術進
歩と組み合わせることで、SCMでの効率改善がモジュール化を導入することで相乗効
果として得られるものと予想できる。実際に他業種における GE では産業機器に対し
てすでに IoTを用いた取り組みとして「インダストリアル・インターネット」を展開
しており、今後は、自動車産業においてもそのような動きが予想される。従来部品が
多すぎるためにすべての部品を IoTで管理するのは困難であったかもしれないが、モ
ジュール化を導入することで、今まで成し得なかった多くの部品をモジュール化し、
IoTで管理しやすくする時代も遠くないものと考えられる。 
このように将来の技術進歩とモジュール化との親和性による生産効率改善の観点で
も、グローバルでの生産をカバーするためにはモジュール化によるエンジニアリン
グが必要不可欠と考えられる。 
 
３．モジュール化を実践している企業におけるモジュール化の効果の兆し 
先の定量分析や定性分析からもモジュール化の進捗が徐々に販売シェアに反映さ
れつつあるのは明確である。分析において今後のモジュール化の適用計画でも触れ
たが、モジュール型アーキテクチャをもつ自動車がルノー日産、VW において生産・
販売が開始されてまだ 3年しか経過していないにもかかわらず、両社の 2017年には
モジュール化による自動車が全販売台数の約 40%を占めると予測されているだけで
なく、ルノー・日産のアライアンスの年間シナジー効果にも、その効果が表れてい
る。もちろんモジュール化だけによる効果ではないと考えられるが、ルノー・日産
においては CMF がシナジーを増大させるドライバーとなって、購買、開発、生産の
分野で大きな成果が表れていると考えられる。これらは、モジュール化推進に対し
て構築している運営・管理体制がうまく機能している表れとも受け止められる。 
また、将来への最新技術の投資の観点でも効果が得られているとも考えられる。
研究開発の差異でも触れたように、ルノー・日産では、削減されたコストをもとに
将来技術革新への投資が行われている。また、最新の電気自動車技術を創出などの
事実や今後 AIを活用した自動運転技術に取り組んでいる事実からもモジュール化を
ドライバーにした研究開発投資における大きな効果が得られているとも考えられ、
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今後社会的な環境問題などの継続的なイノベーション創出においてもモジュール化
の効果の兆しが表れているとも考えられる。 
 
４．モジュール化の取り組みにふさわしい経営・開発体制の必要性 
前節での分析でも明らかになったように、モジュール化推進に必要な組織的な要
件として、明確な数値目標達成に向けての適切な運営・管理体制が確立されている
ことである。しかし、新しいアーキテクチャであるモジュール化の導入には、従来
から自動車メーカーが強みとしていた摺り合わせを置き換えていくリスクも存在す
るために、数々のハードルを越える必要がある。企業経営において、従来の枠組み
を破壊し、新しい技術を取り入れるには、トップダウンによる目標、ビジョンの設
定、そしてそれに向けた運営・管理体制が必要と考えられ、そのためには強いリー
ダーシップが重要であると考えられる。実際にすでにモジュール化を導入した企業
においても、ルノー・日産でいえばカルロス・ゴーン、VW（当時）でいえばマルテ
ィン・ヴィンターコーン、そしてトヨタの豊田章男といった名立たる経営者のもと
で新しいアーキテクチャであるモジュール化が導入・推進されたのも事実である。
彼らの采配の元、さらなる販売の拡大やより良いクルマ作りという目標に向けて、
組織的にモジュール化に適した体制・システムが構築されて、それらが適切に運用
されて今日に至るモジュール化の効果が表れているものと考えられる。 
一方で、強いリーダーシップと合わせて、企業における長年の組織学習も重要な
戦略的な開発体制の構築には必要不可欠とも考えられる。いずれのモジュール導入
に成功した企業は、前述の通り、長年の部品共通化の取り組みを経験しているか、
そのための適切な方策を組織として学習していると考えられ、このような長年の組
織学習がトップダウンによる開発体制構築の指示に対しても、適切な体制を整備で
きるのではないかと考えられる。 
 
５．モジュール化を採用していない企業はそのための体制が十分に整備されておらず、
このままでは差が広がる可能性が高い。 
 本項の冒頭の通り、分析の結果、モジュール化をすでに導入している企業の経
営・開発体制に対して、モジュール化を採用していない企業では、組織体制の構築
が不十分であったと判明した。どのような要因でそのような企業がモジュール化を
導入する体制を実現できないであろうか。 
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 その可能性としてはトップダウンによる大きな方針の転換とそれに応じた戦略
的な運営・開発体制がとれるかどうかである。 
 まず、経営方針に関しては、モジュール化という新しいアーキテクチャに対して
従来方針とは全く違う方針も必要という判断が求められると考えられる。例えば分
析にもあったホンダの事例で、エンジン、トランスミッション、HEV などのパワー
トレイン技術にすべて自前化を行っている。確かに技術的な達成度に着目すれば優
れていると言えるが、技術マネージメントの観点でそれらの技術構築に必要な研究
開発の投資に対するリターンを考えると、ホンダの販売台数規模からも効果に関し
ては他のモジュール化を実践しているルノー・日産や VW のそれよりも低いと考え
られる。従来日本の自動車企業が持ち前としている系列での自前化という方針を大
きく見直す時が来ている可能性がある。 
 また、戦略的な運営・開発体制に関しては、例えば、分析におけるホンダの事例
を挙げると、一人のプロダクト・マネジャー依存した体制であり、全社的な機種間
をまたがった研究開発やそれらの共有は希薄になると考えられる。経営者が問題点
の把握を行った上で、将来のビジョンの達成に向けて適切な体制の提案と構築を断
行できるかどうかという点が重要であると考えられる。 
 一方で、経営者は、摺り合わせによる既存の事業と並行して新しいモジュール化
への取り組みを実行するというリスクを負う必要があり、すでに所有するリソース
をもとに既存事業と新しい取り組みへの最適な資源配分が求められる。従来の擦り
合わせに重点を置いた体制の場合、モジュール化など部品共通化や標準化などには
取り組みにくい組織体制であるとも考えられ、このような体制を選択する限り、既
存の限定されたリソース（開発、生産、販売）だけで新しいアーキテクチャを構築
し、全社的に水平展開していくことは非常に困難であると考えられる。 
 よって、モジュール化を採用していない企業においては、トップダウンによる方
針転換とそれに応じた戦略的な運営・開発体制の再構築が必要と考えられる。グロ
ーバルで自動車を販売して、厳しい競争を勝ち抜くためには一定の規模が必要であ
り、前述の通りモジュール化が効率性の取得と多様な顧客ニーズへの対応の両立に
おいては必要不可欠な技術である。その場合、すでにモジュール化を導入している
企業のように、強いリーダーシップのもと、方針の転換とともに、モジュールに適
した組織、管理体制が必要であり、全社戦略に即した戦略的開発体制の構築が、今
後グローバル自動車産業での重要な成功要因となると考えられる。 
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第 2 項 モジュール化の限界点に関する考察 
前節の第 5項では、すり合わせとモジュール化の最適化の考察を目的に調査分析を行
った。その結果、自動車企業において完全なモジュール化の実現は困難であるが、一方
で、モジュール化導入により開発生産工程の効率改善や多地点での多車種生産が可能に
なるなど、重要な経営改善効果を得られることが分かった。 
この分析は、二つの示唆を与える。一つは自動車技術（例えば電気自動車）における
モジュール化の限界である。確かに、例えば電気自動車においては部品点数が劇的に削
減できて、モジュール化も容易になるかもしれないが、先の分析からも自動車自体が
PC のような完全なモジュール化の達成は困難である。つまり、自動車におけるモジュ
ール化の限界は裏を返すと、従来の擦り合わせが必要であることを意味する。 
そして、二つ目に、自動車企業でのモジュール化の限界点を見定めた上で、経営改善
に向けて限界点を拡張させることが重要であるということである。モジュール化の経営
的なメリットは前述の通り明白である。一方で、そこには物理的もしくは機械的な限界
があることも明らかである。しかし、モジュール化は今後のグローバルでの自動車企業
としてはさらなる経営改善効果のためには必要不可欠である一方、従来の擦り合わせも
必要であり、二つの組合せの中で最大限経営の効果が得られるようにする必要がある。
その場合、モジュール化の限界点を何かしらの方法で拡張はできると考えられる。例え
ば、モジュール間のインターフェースの統一の徹底や今後のデジタル化の進展と合わせ
て既存の技術では成し得なかった限界点の拡張の可能性の見通しが立てられる。しかし、
それよりもさらに重要なことは、モジュール化の限界点を拡張しない場合のリスクであ
る。特に、モジュール化を採用せず既存の摺り合わせのみでしのいでいる企業にとって
は、モジュール化の限界点の存在すらも気が付かず、経営改善に対して適切な対応もと
ることができないことで、やがてモジュール化に先行している企業と圧倒的な差が付け
られるという、いわゆる「ゆでガエル現象」に陥る可能性が高いということが容易に推
察可能である。 
以上のことから、すでにモジュールを導入している企業にとっても、採用していない
企業が今後モジュール化を導入するにしても、摺り合わせとモジュール化の組合せの中
でもモジュール化に対する限界点を意識した上で、それを拡張させる必要があり、前項
でも考察したモジュール化にふさわしい運営・管理体制のもと経営状況に応じて、常に
適切な運営が必要と考えられる。 
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第 5 章 結言 
  
本論文の関心は、グローバル自動車企業においてモジュール化が経営に与える影響を
明確にすることであった。グローバル自動車企業を取り巻く競争の環境はますます厳し
い状況となっている中で、グローバルでの自動車の供給・販売の効率化と顧客ニーズの
多様化に対応することは容易なことではない。すでにいくつかの企業がグローバル戦略
をうちだす中で、モジュール化の取り組みが注目されている。これは効率化と顧客ニー
ズへの多様化への対応の両立を実現する手法であるが、一方で従来から自動車メーカー
が強みとしていた摺り合わせを置き換えていくリスクも存在するために、モジュール化
とすり合わせの最適な組み合わせが模索されている。 
 第 4章までの議論から、グローバル自動車企業においてモジュール化が経営に与える
影響とすり合わせとモジュール化の最適配分の考察に関して幾つかの優位な成果を得
た。 
 
第一に最大の成果としてグローバル自動車企業各社のモジュール化の取り組みを評
価した上で、グローバル市場での販売台数シェアとモジュール化率の関係の定量的な検
証を行った。その結果、グローバル市場における販売台数シェアとモジュール化率との
間で有意な相関関係があることを確認することができた； 
 
その際、モジュール化はグローバルにおける販売台数シェアの向上に対しては必要な因
子であるが、それだけでは単純にシェア向上につながらず、複数の他の因子、例えば部
品、開発、生産拠点の共有などと密接に関連しながら、シェア向上に対して効果が得ら
れることを明らかにした。その中で販売台数シェアに対して影響を与える因子を抽出し、
強い相関のある変数としてモジュール（プラットフォーム）の共用化と生産拠点数、そ
してグローバル販売台数シェアの分散度であることを特定した。 
 
第二の成果としては、モジュール化の推進に適切な経営目標の設定と推進管理体制の
必要性が明確になったことである； 
 
モジュール化を導入している自動車企業と導入されていない企業とのバリューチェ
ーンをもとにした定性的な比較分析の結果、導入企業に共通する項目として、明確な経
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営の数値目標を達成する合理的な手段としてモジュール化の推進が全社的に選択され、
かつモジュール化推進に必要な組織的な要件として適切な運営・管理体制が確立されて
いることが明らかとなった。一方、モジュール化を採用していない企業では、従来の摺
り合わせ型の方式を採用した状態のままであり、経営状況の変化に対応しきれず、局所
的な最適化に追われて、モジュール化に向けた全社的な取り組みが不十分であることが
判明した。 
 
 第三の成果は、自動車産業におけるモジュール化の限界を拡張することの重要性につ
いてである； 
  
 摺り合わせとモジュール化の最適化について、今後のモジュール化の進展に対する
見通しや、部品点数削減および製造リードタイム短縮の傾向値から、摺り合わせとモジ
ュール導入の最適点についての分析を行った。その結果、自動車企業において完全なモ
ジュール化の実現は困難であることが明らかにされた一方で、モジュール化導入により
開発生産工程の効率改善や多地点での多車種生産が可能になるなど、重要な経営改善効
果が明らかなことから、個々の自動車企業において、擦り合わせとモジュールの組合せ
が重要であることが確認された。 
 従来自動車企業が得意とする擦り合わせは、今後モジュール化が導入されようとも、
必ず失われることはなく、引き続き自動車の開発や生産においては必要不可欠なアーキ
テクチャであると言える。よって、これまで、築かれた擦り合わせによる自動車の開発・
生産手法と合わせて、今後はモジュール化と擦り合わせの開発の組合せを活かした戦略
がグローバル自動車企業にとって厳しい競争を生き抜く上での重要な成功因子になり
得ると言える。 
さらに、従来摺り合わせ手法とモジュール化との組み合わせに並んで重要な因子とし
て IT技術の進歩も挙げられる。今後の AIなど革新的なデジタル技術を用いた開発の効
率化が実現できた場合には、先に述べた限界点を拡張できる可能性もあり得る。つまり、
現在擦り合わせがすべて人同士のコミュニケーションでなされているものを、AI 技術
などのイノベーションによって効率化される可能性が高い。その場合、物理的で機械的
な制約による部品点数のそれ以上の削減の可能性は困難かもしれないが、単純に摺り合
わせの作業の削減により、摺り合わせとモジュールのバランスをシフトさせることが可
能であると考えられる。モジュール化の限界点を拡張させる際には、今後の先進技術と
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も合わせて、企業の全社戦略に即した形で、戦略的開発・管理体制の整備を伴う必要が
ある。それをなくしては限界点を見極めたとしても、それらを拡張するための戦略実行
が不可能であり、成功の可能性も低いと考えられる。 
 
以上により、本論文において、①今後の自動車企業のグローバル戦略の重要な成功要
因としてモジュール化の推進があること、②そのためには、適切な経営目標の設定と推
進管理体制を確立すること、③同時に、モジュール化とすり合わせの組み合わせの中で
モジュール化の限界点を拡張すること、の三点が重要であることが論理的および実証的
に証明することができた。すでにモジュール化を導入した企業に対しては、さらなるモ
ジュール化の技術進歩やデジタル技術によるさらなるモジュールの限界点の拡張の試
みが予想される。一方、未だモジュール化を導入・実行できずにいるグローバル自動車
企業に対しては、摺り合わせのみに依存した経営はやがてモジュール化に先行している
企業との間で圧倒的な差が生じるというリスクをもたらすことを示唆できる。 
 
本論考が、これらからの自動車企業にとっての成功に少しでも貢献できることを願う。
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